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（百万円未満切捨て）
１．平成26年３月期の連結業績（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年３月期 39,834 － 1,594 － 1,677 － 1,251 －

25年３月期 － － － － － － － －

（注）包括利益 26年３月期 1,917百万円 （－％） 25年３月期 －百万円（－％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
26年３月期 60.76 － 6.9 4.2 4.0

25年３月期 － － － － －

（参考）持分法投資損益 26年３月期 0百万円 25年３月期 －百万円

（注）当社は、平成25年10月1日に単独株式移転により設立されたため、前期実績はありません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
26年３月期 43,523 19,004 43.7 922.98

25年３月期 － － － －

（参考）自己資本 26年３月期 19,004百万円 25年３月期 －百万円

（注）当社は、平成25年10月1日に単独株式移転により設立されたため、前期実績はありません。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
26年３月期 1,829 △3,678 2,411 3,341

25年３月期 － － － －

（注）当社は、平成25年10月1日に単独株式移転により設立されたため、前期実績はありません。

２．配当の状況
年間配当金 配当金総額

(合計)
配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年３月期 － － － － － － － －

26年３月期 － － － 10.00 10.00 205 16.5 1.1

27年３月期（予想） － － － 10.00 10.00 22.9

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無
（注２）当社は、平成25年10月1日に単独株式移転により設立されたため、前期実績はありません。
（注３）平成26年3月期期末配当金には、記念配当1円00銭が含まれております。



３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 22,100 － 250 － 300 － 100 － 4.86

通期 47,000 18.0 1,600 0.3 1,700 1.4 900 △28.1 43.71

（注）当社は、平成25年10月1日に単独株式移転により設立されたため、第２四半期（累計）連結業績予想の対前期増減
率は記載しておりません。
※  注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

新規 －社 （社名）－、除外 －社 （社名）－
（注）詳細は、添付資料6ページの「2.企業集団の状況」をご覧ください。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②  ①以外の会計方針の変更 ：無
③  会計上の見積りの変更 ：無
④  修正再表示 ：無
（注）詳細は、添付資料18ページの「4.連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年３月期 20,600,000株 25年３月期 －株

②  期末自己株式数 26年３月期 9,038株 25年３月期 －株

③  期中平均株式数 26年３月期 20,592,478株 25年３月期 －株

（注）期中平均株式数は、当社が設立された平成25年10月1日から平成26年3月31日までの期間で算出しておりま
す。

※  監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく連結財務諸表の監査手続きは終了しておりません。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する主旨のものではありません。実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定および業績予想のご利用にあたっての
注記事項等については、添付資料3ページの「1.経営成績・財政状態に関する分析 ③今後の見通し」をご覧くださ
い。

（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法）
当社は、平成26年6月2日に機関投資家・証券アナリスト向け決算説明会を開催する予定です。当日配布する説明資料
については、説明会開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。

（その他特記事項）
当連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年3月31日まで）の連結財務諸表は、単独株式移転により完全子会社
となった日本カーリット（株）の連結財務諸表を引継いで作成しております。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

当社は、平成25年10月1日に単独株式移転により設立され、当社を完全親会社、日本カーリット㈱を完全子会社とする

純粋持株会社体制へ移行いたしました。この新体制のもと、今後の海外現地法人の設立やＭ＆Ａ、他社との戦略的事業再

編などにより当社グループの継続的成長やさらなる業容の拡大を図るとともに、次期中期経営計画の礎を築き、企業価値

向上に努めてまいります。

当社の第１期事業年度は、平成25年10月1日から平成26年3月31日までになりますが、当連結会計年度は、日本カーリッ

ト㈱の連結計算書類を引き継いで作成しておりますため、平成25年4月1日から平成26年3月31日までとなります。

また、単独株式移転の方法による株式移転のため、連結の範囲につきましてはそれまでの日本カーリット㈱と実質的な

差異はありませんので、参考として日本カーリット㈱の平成25年３月期（第116期）の連結業績との比較を前期比として

記載しております。

（１）経営成績に関する分析

①当期の経営成績

当連結会計年度におけるわが国の経済は、アベノミクスがもたらした株高・円安の効果に加え、消費税率引き上げを

見越した駆け込み需要などにより、景気回復局面に入ってまいりました。一方で、消費税増税による消費減退への懸念や

アメリカでの財政問題、欧州・新興国での経済・政情不安など、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループは、平成２３年度より、「事業領域の拡大、市場の拡大、シェアの拡大という３つの拡大戦略により売

上高５００億円の化学会社への成長」を基本方針とした中期３ヵ年経営計画「飛躍５００」に取り組んでまいりました。

平成２５年度はその最終年度として、純粋持株会社体制への移行、また㈱総合設計ならびに東洋発條工業㈱の連結子会社

化など、企業価値の向上に努めてまいりました。

このような状況の中、売上面では、「化学品事業部門」は化薬分野においては、産業用爆薬、自動車用緊急保安炎筒

が増販となりました。化成品分野においては、塩素酸ナトリウムは増販となったものの、過塩素酸アンモニウムが減販と

なりました。電子材料分野においては、チオフェン系材料とトナー用電荷調整剤は増販となったものの、機能性高分子コ

ンデンサ向けピロール関連製品、近赤外線吸収色素、電気二重層キャパシタ用電解液が減販となりました。「ボトリング

事業部門」は、缶製品の受注減と委託品の減少により減販となりました。「産業用部材事業部門」は、シリコンウェーハ

と研削材は増販となりました。また耐火・耐熱金物等が増販となった他、新規連結子会社である㈱総合設計と東洋発條工

業㈱の売上寄与もあり大幅な増販となりました。

これらの結果、当連結会計年度の連結売上高は、398億3千4百万円（前年同期比 22億6千4百万円増 同6.0%増）とな

りました。

一方、損益面では原価低減等に努めたほか、新規連結子会社の寄与もあり、連結営業利益は15億9千4百万円（前年同

期比 2億1千万円増 同15.2%増）、連結経常利益は16億7千7百万円（前年同期比 1億5千1百万円増 同9.9%増）となり

ました。連結当期純利益は固定資産売却益を計上した前期と比べて減少し、12億5千1百万円（前年同期比 3億4千4百万

円減 同21.6%減）となりました。

②当連結会計年度のセグメント別の概況

【化学品事業部門】

化薬分野においては、産業用爆薬はセメント需要が好調なことと公共工事の増加により増販、自動車用緊急保安炎筒

は、広域回収に伴う製品価格の改定と新車装着用では消費税率引き上げを見越した駆け込み需要により増販となりまし

た。また車検交換用は緊急脱出時のガラス破壊機能付「ハイフレヤープラスピック」への切替施策を実施したこと等によ

り増販となりました。信号炎管は、鉄道用、高速道路向けとも増販となりました。

化成品分野においては、塩素酸ナトリウムは紙パルプメーカーへのシェア拡大により増販、亜塩素酸ナトリウムは海

外向けが微増となりました。一方で、過塩素酸アンモニウムはＨⅡ－Ａロケットの打上げ予定は前年並みながら、納入時

期が前連結会計年度と異なったことから減販となりました。電解装置は受注減により減販となり、電極は海外向け需要減

により減販となりました。緑化関連製品は、緑地管理分野での需要減等により減販となりました。過塩素酸は工業用向け

が増販となりました。

電子材料分野においては、機能性高分子コンデンサ向けピロール関連製品がパソコン向けの販売不振により減販とな

りましたが、チオフェン系材料は増販となりました。電気二重層キャパシタ用電解液と電池材料向けの過塩素酸リチウム

は需要減により減販となりました。光機能材料は、国内メーカーがプラズマテレビから撤退したため近赤外線吸収色素が

大幅な減販となりました。また、イオン導電材料は、イオン液体が減販となりましたが、トナー用電荷調整剤は増販とな

りました。

受託評価分野においては、危険性評価試験は大型試験の受託が低調であったことから減販となりました。また、新た

に進出した電池試験は、平成25年12月に電池試験所が竣工し、第４四半期より営業を本格的に開始いたしました。

これらの結果、当事業部門全体の売上高は150億4千2百万円、営業利益は8億5千1百万円となりました。
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【ボトリング事業部門】

飲料市場は、近年継続している猛暑の影響と多種多様な新製品の投入、さらには消費者のニーズに応えた製品が市場

を牽引し、堅調に推移しました。

このような環境のなか、当事業部門は、期前半では、缶製品の受注減と委託品の炭酸飲料販売減により減販となりま

したが、期後半は、新製品の受注が堅調に推移したこと、さらには消費税増税前の駆け込み需要も寄与し増販となりまし

た。

これらの結果、当事業部門全体の売上高は191億2千3百万円、営業利益は3億6千6百万円となりました。

【産業用部材事業部門】

シリコンウェーハは、国内の半導体業界の販売不振が続くなか、新製品ウェーハの上市により増販となりました。

研削材は、期前半は国内砥石メーカーの不調が続いたものの、期後半は円安の影響により砥石メーカーの動きが盛ん

となったため、増販となりました。

耐火・耐熱金物等は、平成24年８月に新規連結子会社となった並田機工㈱の売上を計上しております。

これらの結果、当事業部門全体の売上高は50億7千3百万円、営業利益は2億2千1百万円となりました。

③今後の見通し

平成２６年度の日本経済は、消費税増税後の消費減退の懸念はあるものの、米国の経済回復による輸出の持ち直し、

日銀の金融緩和を受けた円安・株高の進行、賃上げによる個人消費の活性化、設備投資や公共投資の増加見込みなど明る

い兆しも見られております。

これらの状況を踏まえ、次期の見通しといたしましては、売上高470億円、営業利益16億円、経常利益17億円、純利益

9億円を予想しております。

セグメント別の売上高について化学品事業部門では電池試験所が本格稼動すること並びに自動車用緊急保安炎筒「ハイ

フレヤープラスピック」の拡販を主因に170億円、ボトリング事業部門は新設備による増産体制の確立により200億円、産

業用部材事業部門は前期連結子会社化した東洋発條工業㈱が期を通じて寄与することから90億円を見込んでおります。

（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

（単位：百万円）

ご参考 日本カーリット㈱
カーリット

ホールディングス㈱ 増 減

前 期 当 期

総資産 36,367 43,523 7,156

純資産 17,479 19,004 1,525

自己資本比率 47.6% 43.7% △3.9%

1株当たり純資産 841.00円 922.98円 81.98円

有利子負債残高 6,502 9,466 2,964

総資産は、前期末に比べ71億5千6百万円増加し、435億2千3百万円となりました。建物及び構築物や機械装置及び運

搬具等の有形固定資産が36億1百万円増加、のれんが8億2千9百万円増加、投資有価証券が12億7千1百万円増加したこと

などによります。

負債は、前期末に比べ56億3千1百万円増加し、245億1千8百万円となりました。有利子負債が29億6千4百万円増加し

たことなどによります。

純資産は、前期末に比べ15億2千5百万円増加し、190億4百万円となりました。その他有価証券評価差額金が5億9千2

百万円増加し、当期純利益を12億5千1百万円計上したことなどによります。

この結果、１株当たり純資産は、前期末に比べて81.98円増加し922.98円となり、自己資本比率は前期末の47.6％か

ら43.7％となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

（単位：百万円）

ご参考 日本カーリット㈱
カーリット

ホールディングス㈱ 増 減

前 期 当 期

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,402 1,829 427

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,463 △3,678 △2,215

財務活動によるキャッシュ・フロー 837 2,411 1,574

現金及び現金同等物の増減額 807 615 △192

現金及び現金同等物の期末残高 2,726 3,341 615

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によって得られたキャッシュ・フローは前期と比較して4億2千7百万円増加し、18億2千9百万円となり

ました。税金等調整前当期純利益が19億9千6百万円となり、法人税等の支払額が7億2百万円となったことなどに

よります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動に使用されたキャッシュ・フローは前期と比較して22億1千5百万円増加し、36億7千8百万円となりま

した。主に固定資産の取得による支出が31億6千4百万円あったことなどによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によって得られたキャッシュ・フローは前期と比較して15億7千4百万円増加し、24億1千1百万円とな

りました。主に借入等による収入によるものです。

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前期末に比べて6億1千5百万円増加し、33億4千1百万円となり

ました。

③キャッシュ・フロー関連指標の推移

ご参考 日本カーリット㈱
カーリット

ホールディングス㈱

22年３月期 23年３月期 24年３月期 25年３月期 26年３月期

自己資本比率 45.4% 44.9% 46.4% 47.6% 43.7%

時価ベースの

自己資本比率
29.7% 28.4% 25.6% 29.3% 22.4%

債務償還年数 3.9年 2.1年 2.0年 4.6年 5.2年

インタレスト・

ガバレッジ・レシオ
20.5倍 36.7倍 31.9倍 20.9倍 29.7年

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注） １．いずれの指標も連結ベースの財務数値により計算しています。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除）により計算しています。

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しています。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全て

の負債を対象としています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払

額を使用しています。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、経営環境、業績、将来の事業展開等を総合的に勘案して、株主の皆様への利益配分と内部留保額を決定

しております。内部留保金につきましては、今後、成長が期待され、かつ、当社グループとしての独自性を有する

分野への研究開発、既存事業の活性化および事業領域拡大に向けた施策等に投資するとともに、財務体質の改善等

に有効活用しております。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年1回を基本的な方針としております。

また、中間配当につきましては、「取締役会の決議によって、毎年9月30日の最終の株主名簿に記載または記録

された株主または登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

なお、剰余金の配当の決定機関は期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当期末の配当金につきましては、普通配当を9円とし、さらに持株会社制への移行を記念いたし、株主の皆さまへ

の感謝の意を表して記念配当１円を加え、１株当たり10円を予定させていただいております。

また、次期の年間配当につきましては、1株当たり10円とさせていただく予定です。

（４）事業等のリスク

当社グループの経営成績、株価、財務状況に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、提出日現在において当社グループが判断したものであり、事業のリスクはこ

れらに限られるものではありません。

１． 為替相場の変動リスク

当社グループは国内販売を中心に営業活動を展開しておりますが、製品の価格競争力を強めるため、原価低減の一

環として原材料の一部を輸入品により調達していることから、為替相場の変動や海外政情・海外物流事情等により安

定調達面で影響を受ける可能性があります。また、海外での事業や輸出に関連した取引においての為替レートの急激

な変動に対して影響を受ける可能性があります。また、海外子会社の財務諸表を連結財務諸表作成のため円換算して

おりますが、円換算後の為替レートの変動により影響を受ける可能性があります。

２． 法的規制のリスク

当社グループでは事業の特性上、化学物質の取り扱いに関する法令等により規制を受けております。環境問題に対

する意識の高まりなどから、化学物質を対象とした各種規制は、ますます強まる傾向にあり、業績に影響を及ぼす可

能性があります。

３． 技術革新のリスク

電子材料製品、機能材料製品、シリコンウェーハ製品等については、技術革新のスピードと市場のニーズの変化が

非常に速いことに加え、販売価格の下落圧力が強いことなどから、既存製品が陳腐化する可能性があります。

４． 市場動向変動のリスク

ボトリング事業では、多様化する消費者の飲料に対する嗜好に応えていかなければならないブランド各社の販売戦

略や天候状態に大きく左右される可能性があります。

５． 事故・災害のリスク

当社グループにおいて、事故・自然災害等について万全の安全対策を講じておりますが、火薬類、塩素酸塩類など

の危険物を数多く扱っており、万一大きな事故・災害が発生した場合は、設備の損害、事業活動の中断等により、業

績に影響を及ぼす可能性があります。

６． 原材料価格変動のリスク

当社グループの原材料調達については、複数購買を基本戦略とし、安定調達を図っておりますが、原材料価格の変

動を製品価格に転嫁出来なかった場合、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

重油、LNG価格の変動は、ボトリング事業では燃料費への影響、また、化学品事業の製造にあたっては相当量の電力

を使用するため、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

７． 資産評価の変動リスク

当社グループは、時価のある有価証券等を保有しているため、株式相場が大幅に下落した場合、また、固定資産に

ついて回収可能額を測定した結果が帳簿価額を下回る場合、これらの資産評価により、当社グループの業績及び財務

状況に影響を及ぼす可能性があります。

８． 金利変動のリスク

当社グループは、事業運営に必要な資金調達を行っており、金利が上昇した場合は、当社グループの業績及び財務

状況に影響を及ぼす可能性があります。

９． 訴訟のリスク

当社グループは、事業活動または知的財産権について、訴訟、係争、その他法律的手続きの対象となる可能性があ

ります。将来、重要な訴訟等が提訴されることにより、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があ

ります。
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２．企業集団の状況

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、持株会社である当社（カーリットホールディングス㈱）と、連結

子会社15社並びに関連会社2社により構成され、化学品、ボトリング、産業用部材に関連する事業を主として行って

います。主な事業内容と主要な関係会社の当該事業における位置づけは、次のとおりです。

報告セグメント 主な事業内容 主要な関係会社

化学品 ＜化薬分野＞

産業用爆薬、自動車用緊急保安炎筒、信号炎管、煙火用

材料の製造・販売

＜化成品分野＞

塩素酸ナトリウム、過塩素酸アンモニウム、亜塩素酸ナ

トリウム、農薬、電極、過塩素酸の製造・販売

＜電子材料分野＞

有機導電材料、光機能材料、イオン導電材料の製造・販

売

＜受託評価分野＞

危険性評価試験、電池試験

日本カーリット株式会社、第一薬品興業株

式会社、ルビコン・カーリット株式会社、

株式会社ジャペックス

ボトリング 清涼飲料水のボトリング加工・販売 ジェーシーボトリング株式会社

産業用部材 半導体用シリコンウェーハ、研削材、耐火・耐熱金物、

スプリングの製造・販売

株式会社シリコンテクノロジー、日本研削

砥粒株式会社、並田機工株式会社、東洋発

條工業株式会社

(注)その他、報告セグメントに含まれない主要な製品・サービスとして、業務請負（カーリット産業株式会社）、工

業用塗料販売及び塗装工事（富士商事株式会社）、上下水・排水処理施設等の設計・監理（株式会社総合設計）、持株会

社である当社などがあります。
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（注）１ 平成25年10月７日付で㈱総合設計の株式を取得し、連結子会社といたしました。

２ 平成26年2月28日付で東洋発條工業㈱の株式を取得し、連結子会社といたしました。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

《経営理念》 信頼と限りなき挑戦

2018年に創業100年を迎えるにあたり、創業者である浅野総一郎の理念を現代の存在意義と将来に向けた夢のある発展

に照らし合わせ、新たなグループ経営理念を作り上げました。

創業100年という節目を迎え、当社グループは次の100年も社会と人々に貢献することが使命だと考えています。そのた

めには、「継続ある事業基盤の確立」と「不朽なる技術の進展」は不可欠であります。今後も、お客様からの信頼確保を

第一に、研究開発体制の整備、Ｍ＆Ａや海外進出を含む新規事業への積極的な展開を図りながら新製品の開発と新規事業

の開拓を行ってまいります。

今後は200年企業を目指し、飽くなき挑戦への意欲のもと、社員一同、世界に信頼される「カーリットグループ」とな

るように邁進します。

（２）目標とする経営指標

当期において、4年後に迎える創業100周年に向けた次期中期経営計画の策定を行います。次期中期経営計画には、創業

100周年を記念した新規事業や新分野への進出も盛り込み、さらなる100年企業の礎となる継続的な事業基盤の確立と、社

会に不可欠な企業としての永続性を見据えた策定を行います。

（３）中長期の経営戦略

平成26年度の日本経済は、消費税増税後の消費減退の懸念はあるものの、米国の経済回復による輸出の持ち直し、日銀

の金融緩和を受けた円安・株高の進行、賃上げによる個人消費の活性化、設備投資や公共投資の増加見込みなど、明るい

兆しも見られております。

当社は、企業価値の永続的な拡大のためにグループ全体の経営戦略の策定と業務執行機能を分離した持株会社体制へ移

行いたしました。持株会社体制への移行により、当社は、グループ横断的な戦略の立案や実施、経営管理、資金・人材の

適正配分などを行い、包括的な立場から各グループ会社を支援し、各グループ会社は、それぞれの事業に専念しておりま

す。

持株会社体制のもと、中立的な観点での事業評価・監査などにより透明性が高まり、ガバナンス体制の強化および経営

責任の明確化ならびに経営構造改革のスピードアップにより一層の企業価値の向上に資するものと考えております。

また、製造業の中枢である研究・開発部門を持株会社の中に設置し、グループ全体の開発部門として、各社の研究開発

のさらなる発展、各事業分野の拡大に努めてまいります。

当社グループは、４年後に、創業100周年を迎えます。その先を見据え次の100年の礎となる事業基盤を確立し、存在

感のある企業体として次期中期経営計画の策定に取り組んでまいります。

＜創業100年を見据えた礎作り施策＞

１．基盤商品・事業の拡充

□既存事業の収益向上

□創業記念事業を含めた次期中期経営計画の練り上げ

２．グループ体制の信頼性向上、安全の徹底

□お客様第一主義の徹底による信頼される企業づくり

□事故・クレームゼロを目指した、全員参加の安全意識の改革

３．事業領域を超える戦略的な事業開発と市場開拓

□新たな柱となる事業の探索と研究開発資源の集中

□従来の顧客、マーケットの周辺領域を俯瞰した新たな市場の開拓

４．ガバナンスの強化

□グループ全社の価値観統一

□グループ内連携、相互活用によるシナジー創成
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

（単位：千円）

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,359,225

受取手形及び売掛金 8,212,015

商品及び製品 1,826,786

仕掛品 506,697

原材料及び貯蔵品 1,196,584

繰延税金資産 470,652

その他 1,441,742

貸倒引当金 △8,619

流動資産合計 17,005,085

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,250,542

機械装置及び運搬具（純額） 4,846,102

土地 5,261,547

その他（純額） 815,789

有形固定資産合計 19,173,982

無形固定資産

のれん 852,115

その他 89,605

無形固定資産合計 941,720

投資その他の資産

投資有価証券 5,362,091

繰延税金資産 205,733

その他 838,874

貸倒引当金 △3,629

投資その他の資産合計 6,403,069

固定資産合計 26,518,773

資産合計 43,523,859
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（単位：千円）

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,890,714

短期借入金 2,866,981

1年内返済予定の長期借入金 1,143,976

賞与引当金 427,578

役員賞与引当金 24,840

災害損失引当金 234,863

その他 3,245,479

流動負債合計 12,834,433

固定負債

長期借入金 5,375,859

繰延税金負債 3,015,742

退職給付に係る負債 826,639

その他 2,466,226

固定負債合計 11,684,467

負債合計 24,518,900

純資産の部

株主資本

資本金 1,204,600

資本剰余金 346,269

利益剰余金 15,621,496

自己株式 △4,903

株主資本合計 17,167,462

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,776,484

繰延ヘッジ損益 45

為替換算調整勘定 105,570

退職給付に係る調整累計額 △44,604

その他の包括利益累計額合計 1,837,496

純資産合計 19,004,958

負債純資産合計 43,523,859
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

（単位：千円）

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

売上高 39,834,786

売上原価 33,671,095

売上総利益 6,163,691

販売費及び一般管理費 4,569,105

営業利益 1,594,585

営業外収益

受取配当金 95,177

物品売却益 22,856

雑収入 72,583

営業外収益合計 190,617

営業外費用

支払利息 62,047

雑損失 45,980

営業外費用合計 108,028

経常利益 1,677,175

特別利益

固定資産売却益 418,907

負ののれん発生益 83,240

補助金収入 28,261

特別利益合計 530,409

特別損失

固定資産除却損 50,093

固定資産売却損 42,200

減損損失 118,452

特別損失合計 210,745

税金等調整前当期純利益 1,996,839

法人税、住民税及び事業税 723,928

法人税等調整額 21,716

法人税等合計 745,644

少数株主損益調整前当期純利益 1,251,194

当期純利益 1,251,194
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（連結包括利益計算書）

（単位：千円）

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 1,251,194

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 592,536

繰延ヘッジ損益 45

為替換算調整勘定 74,117

その他の包括利益合計 666,699

包括利益 1,917,894

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,917,894

少数株主に係る包括利益 -
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（３）連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,204,600 346,269 14,557,451 △6,690 16,101,630

当期変動額

剰余金の配当 △185,319 △185,319

当期純利益 1,251,194 1,251,194

自己株式の取得 △43 △43

自己株式の処分 △1,829 1,829 -

自己株式処分差損の振替 1,829 △1,829 -

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

-

当期変動額合計 - - 1,064,045 1,786 1,065,831

当期末残高 1,204,600 346,269 15,621,496 △4,903 17,167,462

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額
合計

当期首残高 1,183,947 - 31,452 - 1,215,400 162,803 17,479,834

当期変動額

剰余金の配当 △185,319

当期純利益 1,251,194

自己株式の取得 △43

自己株式の処分 -

自己株式処分差損の振替 -

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

592,536 45 74,117 △44,604 622,095 △162,803 459,292

当期変動額合計 592,536 45 74,117 △44,604 622,095 △162,803 1,525,124

当期末残高 1,776,484 45 105,570 △44,604 1,837,496 - 19,004,958
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,996,839

減価償却費 1,445,462

減損損失 118,452

のれん償却額 62,412

負ののれん発生益 △83,240

賞与引当金の増減額（△は減少） 25,314

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1,840

退職給付引当金の増減額（△は減少） △741,274

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 826,639

受取利息及び受取配当金 △97,621

支払利息 62,047

持分法による投資損益（△は益） △115

投資有価証券評価損益（△は益） △15,478

補助金収入 △28,261

有形固定資産売却損益（△は益） △376,707

有形固定資産除却損 50,093

売上債権の増減額（△は増加） 1,755,075

たな卸資産の増減額（△は増加） △162,886

仕入債務の増減額（△は減少） △1,941,707

未収消費税等の増減額（△は増加） △209,203

その他 △190,914

小計 2,496,765

取引保証金による収入 29

取引保証金による支出 △65

法人税等の支払額 △702,818

法人税等の還付額 1,356

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 6,319

補助金の受取額 28,261

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,829,847

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △23,034

定期預金の払戻による収入 134,150

固定資産の取得による支出 △3,164,730

有形固定資産の売却による収入 27,882

投資有価証券の取得による支出 △138,335

投資有価証券の償還による収入 15,288

子会社株式の取得による支出 △95,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△421,366

貸付金の回収による収入 9,386

利息及び配当金の受取額 97,621

その他の支出 △132,007

その他の収入 11,736

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,678,408
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（単位：千円）

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,534

長期借入れによる収入 2,500,000

長期借入金の返済による支出 △848,089

配当金の支払額 △185,930

利息の支払額 △61,669

自己株式の取得による支出 △43

長期預り金の受入による収入 1,042,385

少数株主への配当金の支払額 △15,000

長期預り金の返還による支出 △13,263

その他の支出 △7,952

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,411,971

現金及び現金同等物に係る換算差額 51,719

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 615,130

現金及び現金同等物の期首残高 2,726,647

現金及び現金同等物の期末残高 3,341,777
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 15社

主要な連結子会社の名称

日本カーリット㈱、ジェーシーボトリング㈱、㈱シリコンテクノロジー、日本研削砥粒㈱、カーリット産業

㈱、第一薬品興業㈱、佳里多（上海）貿易有限公司、Carlit Singapore Pte.Ltd.、富士商事㈱、並田機工

㈱、㈱総合設計、東洋発條工業㈱、㈱西山フィルター、上海騰発國際貿易有限公司、昆山唐発精密部品有限

公司

当社は、平成25年10月1日に単独株式移転により日本カーリット㈱の完全親会社として設立されましたが、連

結の範囲につきましては、それまでの日本カーリット㈱の連結の範囲と実質的な変更はございません。

上記のうち、㈱総合設計、東洋発條工業㈱、㈱西山フィルター、上海騰発國際貿易有限公司、昆山唐発精密部

品有限公司は当連結会計年度において株式を取得したため、当連結会計年度より、連結の範囲に含めておりま

す。

２ 持分法の適用に関する事項

(1）関連会社のうち次に示す２社に持分法の適用を行っております。

関連会社 ２社

㈱ジャペックス

ルビコン・カーリット㈱

(2）持分法を適用しない関連会社

東日本日東エース㈱

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純損益(持分に見合う額）及び利益剰余金(持分に見合う額)等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

在外連結子会社である佳里多（上海）貿易有限公司の決算日は12月31日であり、連結財務諸表作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

また、在外連結子会社である上海騰発國際貿易有限公司、昆山唐発精密部品有限公司の決算日は12月31日であ

りますが、企業結合日が平成26年2月28日であり、連結財務諸表作成にあたっては、同日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っており

ます。

その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。

４ 会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

なお、投資事業組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。

②デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

時価法
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③たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として移動平均法による原価法によっております。（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの

方法により算定）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。但し、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）及びジェーシー

ボトリング㈱、㈱シリコンテクノロジーは、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、建物が15年～50年、構築物が10年～75年、機械装置が５年～12年となっております。

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しており

ます。

③役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しておりま

す。

④災害損失引当金

平成22年1月7日に発生した当社旧横浜工場爆発炎上事故により発生が見込まれる近隣損害補償額について、当

連結会計年度末における見込額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定

額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しておりま

す。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を、為替予約については振当

処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ

為替予約

借入金

外貨建予定取引

③ヘッジ方針

内部規程である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、金利変動リスク等をヘッジしております。
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④ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しておりま

す。

(7）のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、実質的判断による年数の見積もりが可能なものはその見積もり年数で、その他については５年間で

均等償却しております。ただし、金額が僅少なものについては発生年度に一括償却することとしております。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。

(9）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しており、控除対象外消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

（会計方針の変更）

退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職

給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に

係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に

計上しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結

会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減してお

ります。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が826百万円計上されるとともに、その他の包括利

益累計額が44百万円減少しております。

なお、１株当たり純資産額は2.16円減少しております。
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（セグメント情報等）

セグメント情報

１．報告セグメントの概要

当社は平成25年10月1日に単独株式移転により設立いたしました。

当社グループガバナンス体制につきましては、持株会社制移行に伴い当社を中心としたグループガバナンス体制と

なりましたので、以下の通りの事業セグメント及び報告セグメントとしております。

当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっているものです。

当社グループは、化学品の製造販売を基盤としながらも、ボトリング事業をはじめ各種事業を行なっており、グル

ープ内の各社はそれぞれ独立して、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業

活動を展開しています。

したがって、当社グループの事業セグメントの識別は会社を単位としていますが、経済的特徴、製品及びサービ

スの内容等において類似性が認められるものについて集約し、「化学品」、「ボトリング」、「産業用部材」の３

つを報告セグメントとしています。

各報告セグメントに属する主要な製品・サービスは以下の通りです。

報告セグメント 主 要 な 製 品 ・ サ ー ビ ス

化 学 品

＜化薬分野＞

産業用爆薬、自動車用緊急保安炎筒、信号炎管、煙火用材料

＜化成品分野＞

塩素酸ナトリウム、過塩素酸アンモニウム、亜塩素酸ナトリウム、農薬、電極、過塩素酸

＜電子材料分野＞

有機導電材料、光機能材料、イオン導電材料

＜受託評価分野＞

危険性評価試験、電池試験

ボトリング 清涼飲料水のボトリング加工

産業用部材 半導体用シリコンウェーハ、研削材、耐火・耐熱金物、スプリング

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る会計処理の原則・手続きと同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

（単位：千円）

報告セグメント

その他(注) 合計

化学品 ボトリング 産業用部材 計

売上高

外部顧客への売上高 14,594,036 19,123,627 5,054,294 38,771,958 1,062,827 39,834,786

セグメント間の内部売

上高又は振替高
448,474 － 18,734 467,208 1,613,099 2,080,308

計 15,042,510 19,123,627 5,073,029 39,239,167 2,675,926 41,915,094

セグメント利益又は損

失（△）
851,599 366,121 221,826 1,439,547 598,812 2,038,359

セグメント資産 35,465,621 6,227,548 5,771,578 47,464,748 4,168,930 51,633,678

その他の項目

減価償却費 804,762 429,178 177,638 1,411,579 32,619 1,444,199

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
4,070,483 243,930 76,447 4,390,861 128,158 4,519,019

(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主要な製品・サービスは、業務請

負、工業用塗料販売及び塗装工事、上下水・排水処理施設等の設計・監理であり、持株会社である当社を含

んでおります。

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

売上高 当連結会計年度

報告セグメント計 39,239,167

「その他」の区分の売上高 2,675,926

セグメント間取引消去 △2,080,308

連結財務諸表の売上高 39,834,786

（単位：千円）

利益 当連結会計年度

報告セグメント計 1,439,547

「その他」の区分の利益 598,812

セグメント間取引消去 △443,773

連結財務諸表の営業利益 1,594,585
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（単位：千円）

資産 当連結会計年度

報告セグメント計 47,464,748

「その他」の区分の資産 4,168,930

その他の調整額 △8,109,819

連結財務諸表の資産合計 43,523,859

（単位：千円）

その他の項目
当連結会計年度

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

減価償却費 1,411,579 32,619 △8,052 1,436,146

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
4,390,861 128,158 △12,444 4,506,574

（１株当たり情報）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

１株当たり純資産額 922.98円

１株当たり当期純利益金額 60.76円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当期純利益（千円） 1,251,194

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,251,194

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,592

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 19,004,958

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－

（うち少数株主持分） (－)

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 19,004,958

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数（千株）
20,590

カーリットホールディングス㈱　（4275） 平成26年3月期　決算短信

21



（重要な後発事象）

（重要な会社分割）

当社は、平成26年1月30日開催の取締役会において、当社子会社である日本カーリット㈱の関係会社および不動

産等管理に係る事業を会社分割し、当社が承継することを決議するとともに、日本カーリット㈱と吸収分割契約を

締結することを決議いたしました。当社は、吸収分割契約に基づき、平成26年4月1日付で当該事業を承継いたしま

した。

  (1) 会社分割の目的

当社グループは、継続的な成長やさらなる業容の拡大など、企業価値をより高めることを目的として、グルー

プ全体の経営戦略の策定と業務執行機能を分離した「純粋持株会社」体制へ移行いたしました。

その第１ステップとして、当社を株式移転設立完全親会社、日本カーリット㈱を株式移転完全子会社とする株式

移転により、平成25年10月１日付で当社を設立いたしました。

今般、第２ステップとして、日本カーリット㈱の関係会社および不動産等管理に係る事業を当社が承継いたしま

した。

新体制の下、戦略的事業再編やガバナンス体制の強化を積極的に実施し、永続的な発展の礎を築いてまいりま

す。

(2) 会社分割の要旨

①会社分割の日程

取締役会決議日 平成26年１月30日（木）

契約締結日 平成26年１月30日（木）

効力発生日 平成26年４月１日（火）

②分割方式

当社の完全子会社である日本カーリット㈱を吸収分割会社とし、当社を吸収分割承継会社とする吸収分割です。

③分割に係る割当ての内容

本件分割において、日本カーリット㈱に割り当てられる当社の株式その他の金銭はありません。

④会社分割により増加する資本金

分割により増加する資本金の額はありません。

⑤承継会社が承継する権利義務

日本カーリット㈱の関係会社および不動産等管理に係る事業に関して有する権利義務の一部を承継いたします。

  (3) 分割当事会社の概要（平成26年3月31現在）

①名称 日本カーリット株式会社

（分割会社）

カーリットホールディングス

株式会社

（分割承継会社）

②事業内容 化薬・化学品・電子材料品等の製造・販

売および危険性評価試験並びに電池試験

の請負

化薬、化学品、ボトリング、シリコン

ウェーハ事業等を行う子会社等の経営

管理、不動産等管理およびそれに附帯

または関連する業務

③設立年月日 昭和９年３月24日 平成25年10月１日

④所在地 東京都中央区京橋一丁目17番10号 東京都中央区京橋一丁目17番10号

⑤代表者の

役職・氏名

代表取締役社長 富沢 満 代表取締役会長兼社長 出口和男

⑥資本金 1,204百万円 1,204百万円

⑦発行済株式数 20,600,000株 20,600,000株

⑧決算期 ３月31日 ３月31日

(4) 会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引とし

て処理いたします。
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